
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 企画部政策企画課 ■担当係 政策推進係

111

評 価 事 業 名 称 総合計画運営・策定事業

010100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 市民主体によるまちづくりの推進

■施策 市民の参画と協働によるまちづくりの推進

06

01

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
北上市自治基本条例

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

行政を取り巻く環境が大きく変化する中、市民及び行政が協働によるまちづくりを効果的
に行っていくことで、市政全般にわたる最上位の計画が効果的に推進されること。行政評
価システムと連動し、投入できる経営資源総額を確認しながら、基本計画に基づく施策推
進方針を検討し、ローリングによる実施計画の取りまとめを行い、予算編成に反映させ
る。きたかみ未来創造会議、北上市基本構想等審議会の開催により、市民の視点に立っ
た総合計画の進捗管理、政策評価を実施。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

792

6,639

7,431

785

5,379

6,164

8,588

11,434

20,022

4,050

13,560

17,610

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成19年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 総合計画運
営・策定事業

市民、職員 【次期総合計画策定】基本計画の検討・
決定〇きたかみ未来創造会議３回〇基
本構想等審議会５回【総合計画推進】〇
きたかみ未来創造会議（上記に含む）〇
基本構想等審議会５回　委員25名（上
記に含む）〇実施計画ローリング（各課
等ヒアリング実施、政策推進会議による
検討）

【次期総合計画策定】基本計画の検討・
決定〇きたかみ未来創造会議３回〇基
本構想等審議会４回【総合計画推進】〇
きたかみ未来創造会議（上記に含む）〇
基本構想等審議会４回　委員25名（上
記に含む）〇実施計画ローリング（各課
等ヒアリング実施、政策推進会議による
検討）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 公募による市民と市職員の協
働による市民会議の開催、計
画検討会議の開催

きたかみ未来創造会議　北
上市総合計画策定委員会　
北上市基本構想等審議会

きたかみ未来創
造会議３回、北
上市基本構想
等審議会４回

きたかみ未来
創造会議７回、
北上市基本構
想等審議会４回

きたみか未来
創造会議１回　
北上市基本構
想等審議会２回

きたかみ未来
創造会議２回
　北上市基本
構想等審議会
２回

02 多様な市民ニーズの把握、地
域計画策定を支援する
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

きたかみ未来創造会議及び北上市基本構想等
審議会にて市民意見を聴取し北上市総合計画
2021～2030策定に反映させた。

問題点・課題等

今後のきたかみ未来創造会議の会議開催手法
について検討が必要。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

03 多様な市民参画の実現によ
る総合計画の策定
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 消防防災部消防防災課 ■担当係 防災係

119

評 価 事 業 名 称 コミュニティ助成事業費補助金（消防防災課）

080100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 市民主体によるまちづくりの推進

■施策 市民の参画と協働によるまちづくりの推進

06

01

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
(一財)自治総合センタ－によるコミニティ助成事業

事 業 の
目 的 と 概 要

（財）自治総合センターが実施する助成事業で、地域コミュティの活性活動の充実・強化
を図ることにより、地域社会の健全な発展及び住民福祉の向上に寄与する。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

769

1,679

2,448

2

231

233

2

305

307

1

149

150

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 コミュニティ助
成事業費補
助金

自主防災組織 申請 ４件申請（更木地区・黒沢尻27区・山口
自主防災組織、下藤根少年消防クラブ）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 コミニティ助成事業の採択件
数

R1申請分は不採択0001
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

地域の自主防災組織からの申請内容を確認し、
適正に進達事務を行った。

問題点・課題等

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

2/2



事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 地域協働係

160

評 価 事 業 名 称 地域イベント助成事業費補助金

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 市民主体によるまちづくりの推進

■施策 市民の参画と協働によるまちづくりの推進

06

01

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

(公財)地域社会振興財団「長寿社会づくりソフト事業費交付金」を財源に(一財)地域活性
化センターが地域社会の活性化を図ることを目的に実施する助成事業。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

1,012

1,076

2,088

158

686

844

5

447

452

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成30年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 地域イベント
助成事業費
補助金

地域コミュニ
ティ団体

申請なし 申請なし

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 申請事業が採択されること 申請に対する事業実施件
数（採択は、一般コミュニ
ティ助成２件程度、コミュニ
ティセンター助成は数年に１
件程度であり毎年100％の
採択は難しい。）

申請なし実施１件/申請1
件

実施１件/申請1
件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

申請がないため、未実施。

問題点・課題等

周知期間が短いことから、事務処理を迅速に行う
必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

地域での検討や申請書作成の期間を適切に設けるため、事務の効
率化を図る。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 地域協働係

209

評 価 事 業 名 称 コミュニティ助成事業費補助金

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 市民主体によるまちづくりの推進

■施策 市民の参画と協働によるまちづくりの推進

06

01

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

（一財）自治総合センターが実施するコミュニティ助成事業（宝くじ助成）を活用し、地域コ
ミュニティ団体へ助成をし地域コミュニティの活性化を図る。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

18,432

3,434

21,866

2,511

999

3,510

1,211

915

2,126

5,010

894

5,904

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 コミュニティ助
成事業費補
助金

地域コミュニ
ティ団体

○一般コミュニティ助成申請３件○コミュ
ニティセンター助成申請２件

・一般コミュニティ助成（申請３件/採択２
 件）実施団体：立花地区自治振興協議

会（まつりステージ）、江釣子６区自治会
 （会議机、テント、まつりステージ）・コミュ

ニティセンター助成（申請２件/採択０
件）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 申請事業が採択されること 申請に対する事業実施件
数（採択は、一般コミュニ
ティ助成２件程度、コミュニ
ティセンター助成は数年に１
件程度であり毎年100％の
採択は難しい。）

実施２件/申請５
件

実施１件/申請
５件

実施１件/申請
５件

実施３件/申請
８件
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達成状況の分析

申請件数、採択件数ともに例年並みである。

問題点・課題等

申請から採択まで時間がかかるため、途中で辞
退したり代表者変更で事業内容の引継ぎがなさ
れていない事業がある。また、周知期間が短く、
迅速な事務処理が求められる。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

地域での検討や申請書作成の期間を適切に設けるため、事務の効
率化を図る。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事 業 の 担 当 課 議会事務局議事課 ■担当係 総務係

037

評 価 事 業 名 称 議会交付金

300100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり

■基本施策 市民主体によるまちづくりの推進

■施策 市民の参画と協働によるまちづくりの推進

06

01

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に定めはあるが任意の自治事務

法 令 等 の 名 称
地方自治法第100条第14項・第15項・第16項、北上市議会政務活動費交付条例

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

議員活動（会派活動）が活性化し、本会議及び委員会審議が十分に尽くされる。政務活
動費の交付手続並びに返還確認　

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

5,538

1,450

6,988

5,689

1,460

7,149

5,254

1,448

6,702

1,863

1,490

3,353

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 議会交付金 議員（会派等） ・政務活動費の交付、返還手続　きに関
する事務

 ・政務活動費の交付（議員１人あたり年
間24万円交付）会派5会派、無会派議員

  4人・政務活動費の返還手続き・情報公
開へ向けた様式の整備

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 政務活動費の交付議員数 政務活動費交付条例では、
会派及び会派に所属しない
議員に対して交付するもの
と規定しており、議員全員
に交付している。

26人26人26人26人
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達成状況の分析

政務活動費として議員一人あたり24万円（年額・
未使用分は返還）を交付し、政務活動の活発化
につなげた。

問題点・課題等

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、視
察や研修が中止になるものが多かった。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

現状通り継続する。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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